
令和6年度　主要事業評価シート

　　　

Ｈ 年度 ～ Ｒ 年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円 0千円

90,800千円 63,370千円 128,300千円 114,810千円 267,500千円

57,710千円 114,810千円

128,300千円 114,810千円 267,500千円

1,102,600千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

57,710千円 114,810千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

令和２年度に奨励措置指定を行った２事
業者に対し、計画通り２年目の奨励金を
交付した。新規の奨励措置指定について
は、新設事業者に対して１件実施した。
また、県や産業団地開発主体をはじめ、
金融機関等とも連携を密にし、立地を検
討する企業情報の把握に努め、産業振
興奨励制度をＰＲしながら、積極的に企
業誘致活動を行った。

令和２年度に奨励措置指定を行った２事
業者に対し、３年目の企業立地奨励金
及び雇用促進奨励金を交付するととも
に、令和４年度に奨励措置指定を行った
１事業者に対し、１年目の企業立地奨励
金を交付した。新規の奨励措置指定につ
いては、４件実施した。また、交通アクセ
スの良さや産業奨励制度を活かし、積極
的な誘致を行った。

令和4年度に奨励措置指定を行った１事
業者及び令和5年度に奨励措置指定を
行った4事業者に対し、企業立地奨励金
を交付した。また、新規の奨励措置指定
については、3件実施した。
亀山・関テクノヒルズの区画が残りわずか
となっているため、新たな産業団地の開
発に向け、庁内での協議を進めた。

事業計画

〇産業振興奨励金の交付 〇産業振興奨励金の交付 〇産業振興奨励金の交付 〇産業振興奨励金の交付

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

0千円

40,570千円

0千円

0千円 0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円 0千円

①期間内計画額（R4-7） 527,600千円 ②期間外計画額（R8-） 575,000千円  ①＋②総計画額

計
画
額

0千円

40,570千円

41,000千円

41,000千円

40,950千円

0千円

0千円

0千円

40,950千円

90,800千円 63,370千円

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 亀山市産業振興条例16

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

企業の新規立地や既存企業の設備投資を促進
し、産業の集積や高度化を図り、地域産業の活性
化や就労の場の確保、さらには市税収入の確保
につなげる。

亀山市産業振興条例に基づき、事業所の新設、増設又は移設に
対して奨励金を交付する。

地方債

その他

一般財源

事業費

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

産業環境部
02：開発費

01：開発費

事業名 評価分類

款

項

目

A1

商工観光課
商工業振興Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）①
基
本
事
項

施
策
体
系

22061

10

市内外の事業者

産業振興奨励事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

01：企業活動の促進・働く場の充実

01：多様な産業集積の促進

03：「しなやか田園都市」プロジェクト

03:交通拠点性を生かした都市活力の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

多様な産業集積を図ることは、市税収入の確保
や雇用の確保、他産業への経済波及、企業によ
るCSR活動など、都市活力の維持向上に大きく寄
与する。

直営

07：商工費

一部委託 全部委託



（令和6年度予算額の内訳）

0千円

114,810千円

0千円

令和7年度

330

1

320

実績値 1

5

5

8

産業環境部　商工観光課　商工業振興ＧＬ　水野　英樹

産業環境部　商工観光課長　原　千里

継続（現状維持）

成果

計画値

1 2 3 4
件

事業者

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

⑤
成
果

（
Ｃ

)

判定

A
十分な成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

奨励金交付対象となった5事業者において、奨励措置指定後、106人の新規雇
用者の創出につながった。さらに、新規の奨励措置指定を実施した3事業者
（（株）キンレイ、（株）スズカ未来、（株）よしみね）については、約141億円の投資
及び101人の新規雇用者の創出につながった。これにより市税収入の確保並びに
地域産業の活性化及び就労の場の確保につながった。

④
指
標

（
Ｃ

） 立地協定の締結数

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

亀山・関テクノヒルズの区画が残りわずかとなっていることから、新たな産業団地の確保に向けて
検討を進める必要がある。また、令和7年度末に産業振興奨励制度の終期を迎えることから、現
行制度の検証を行い、より効果的な制度となるよう見直しを行う必要がある。

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

継続（現状維持） 現状どおり事業を継続する
【
履
歴

】

亀山・関テクノヒルズの残る区画への企業誘致
を展開する。また、新たな産業団地の確保に向
け、調査・検討を進める。
さらに、産業振興奨励制度の改正を行う。

改正した産業振興奨励制度に基づき、企業誘
致を展開する。また、新たな産業団地の確保に
向け調査した結果に基づき、資金調達、用地買
収など多くの課題について慎重に検討しながら
新産業団地の開発が実現できるよう進める。

人

区分単位

5 90

令和4年度種別

成果

令和5年度 令和6年度

新規雇用者数

9

成果

計画値

実績値

説明等

新たに奨励措置指定事業者として指定した事業者の累計

奨励措置指定事業者の指定にかかる新規雇用者の累計
5 98 199

8
奨励措置指定事業者の数

指標名

（
再
掲

）

4実績値 4

事業の対象

市内外の事業者 企業の新規立地や既存企業の設備投資を促進し、
産業の集積や高度化を図り、地域産業の活性化や就
労の場の確保、さらには市税収入の確保につなげる。

事業の目的

新たに立地協定を締結した事業者の数（累計）
4

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 A

継続（現状維持）

A

継続（現状維持）

A


